
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◆約８割の企業が不安に感じている 

ものづくり産業では、約８割の企業で将来の技能継

承について不安を抱えています。（独）労働政策研究・

研修機構の調査によると、大多数の企業では技能継承

を重要と認識するものの、うまくいっている企業は半

数弱との結果が出ています。 

 

◆技能継承がうまくいっている企業の特徴 

そうした中でも、人材の定着がよく、近年の採用が

うまくいっている企業は、技能継承もうまくいってい

ると認識しているようです。そうした企業の特徴とし

ては、若手中心か各世代均等の年齢構成で、先を見越

した育成方針があり、その方針が社内に浸透している

企業ほど技能継承はうまくいっているとの調査結果

が出ています。 

数年先の事業展開を考慮して、その時必要となる人

材を想定しながら能力開発を行っており、そうした方

針が明確になっている企業ほど、若手人材も採用でき

るということでしょう。 

 

◆技能継承がうまくいっていない企業の特徴 

一方、技能継承がうまくいっていない、あるいは不

安を抱えている企業の特徴は次のようなものです。 

・採用がうまくいっていない 

・ベテラン中心である。中堅不足である。 

・技能者育成がうまくいっていない。 

・人材育成・能力開発の方針がない、浸透していな

い。 

 

◆若手へのアピール 

人手不足が深刻な他業種（例えば運送業）でも、ス

マホ向けのホームページを作ったり、賃金制度を明確

にする、業種の特性に合わせた採用方法にするなどし

て若手採用の増加に成功した事例があるようです。 

ものづくり産業では、最終製品を生産して自社ブラ

ンドで販売する企業もあり、若手にアピールする手段

として使えそうです。部品を提供するのが主だという

企業でも、技術力のブランド化などを行い、自社の魅

力をアップすることはできるでしょう。 

新型コロナウイルスの影響により、製造業の国内回

帰という流れもありそうですので、いま一度、自社の

採用について深く考えてみてはいかがでしょうか。 

 

【労働政策研究・研修機構「ものづくり産業における

技能継承の現状と課題に関する調査結果」】 

https://www.jil.go.jp/institute/research/2020/1

94.html 

 

 

 
 
◆事業継続計画（ＢＣＰ）とは 

 新型コロナウイルス感染症の流行により、企業活動

に多大な影響が出ています。そんなとき役立つのが、

事業継続計画（Business Continuity Plan。以下、Ｂ

ＣＰ）です。 

 ＢＣＰとは、企業が自然災害、大火災、テロ攻撃、

感染症の蔓延などの緊急事態に遭遇した場合に、損害

を最小限にとどめつつ、事業の継続・早期復旧を可能

とするため、緊急時における事業継続のための方法、

技能継承がうまくいっている／いって

いない企業の特徴 

緊急時に備え、事業継続計画（ＢＣＰ）

策定を 
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手段などを取り決めておく計画のことです。また策定

したＢＣＰを円滑に運用・管理することを、事業継続

マネジメント（ＢＣＭ）と呼びます。 

 

◆未策定の企業が大多数 

日本では、毎年多くの自然災害が発生しています。

しかし、中小企業のほとんどがＢＣＰを策定していま

せん。必要であるという認識はあるものの、通常業務

に比べ優先度が低く、策定に至っていない企業が多い

と考えられます。また、策定にかかる時間や、リスク

分散のために必要となる費用等を負担に感じるとい

うこともあるようです。とはいえ、策定していない場

合に被る損失を考えると、策定のメリットは大きいで

しょう。 

 

◆策定手順と留意点 

 中小企業庁では、中小企業へのＢＣＰの普及促進の

ため、有識者の意見を踏まえた指針を作成しています。

指針によると、初めて策定する際は、以下の手順で進

めるとされています。 

 ① 基本方針の立案（目的の整理） 

 ② 重要商品の検討（中核事業の選定） 

 ③ 被害状況の確認（予測される影響の整理） 

 ④ 事前対策の実施（非常時に備えて今できること） 

 ⑤ 緊急時の体制の整備（対応策と責任者の決定） 

 最初から完全な計画を目指す必要はありません。ま

ずは実現可能なものから始め、緊急事態への対応力を

鍛えていくことが重要です。 

 また、ＢＣＰは策定して終わりではありません。従

業員への教育と、会社の現状を踏まえた見直しが必要

です。いざというときに事業を継続するにはどうすれ

ばいいか、自社の実態に合ったＢＣＰを考えておきま

しょう。 

【中小企業庁「中小企業ＢＣＰ策定運用指針」】 

https://www.chusho.meti.go.jp/bcp/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

15 日 

○ 給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出

［市区町村］ 

30 日 

○ 預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、１月～

３月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 公益法人等の法人住民税均等割の申告納付［都道

府県・市町村］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 1 期＞［郵便

局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場合がある。 

 

・土地価格等縦覧帳簿・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧期

間 

（4 月 1 日から 20 日または第 1 期目の納期限までの

いずれか遅い日以降の日までの期間） 

 

 

～当事務所よりひと言～ 
新型コロナウイルス対策として「非常事態宣言」

が発出され、極力外出を控えることとなりました。 

以前から不要不急な外出を控えている方も多く

いらっしゃると思いますが、官公庁への提出期限な

ども多くが猶予されることとなり、国全体の取組み

となってきました。 

少し前の「日常」を取り戻すために、今が辛抱の

しどころです。頑張りましょう。 

4 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 


